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表紙

　上記の事項は、法令および当社定款第17条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
　なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第40期定時株主総会招集ご通知に際しての
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

当社の財産及び損益の状況
当社グループの主要な事業内容
当社グループの主要な営業所及び事業所
従業員の状況
当社グループの主要な借入先の状況
その他当社グループの現況に関する重要な事項
株式の状況
新株予約権等の状況
責任限定契約の内容の概要
補償契約の内容の概要等
役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
社外役員に関する事項
会計監査人の状況
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
貸借対照表
損益計算書
株主資本等変動計算書
個別注記表
連結計算書類に係る会計監査報告
計算書類に係る会計監査報告
監査役会の監査報告

株式会社ビーイングホールディングス
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当社の財産及び損益の状況

区 分 第37期
(2022年12月期)

第38期
(2023年12月期)

第39期
(2024年12月期)

第40期
(当事業年度)
(2025年12月期)

営 業 収 益(百万円) 1,873 2,040 2,338 2,547

経 常 利 益(百万円) 544 649 893 807

当 期 純 利 益(百万円) 482 589 802 754

１株当たり当期純利益 (円) 20.78 24.69 33.57 31.29

純 資 産(百万円) 2,675 3,143 3,755 4,147

総 資 産(百万円) 8,169 9,250 9,643 10,734

１株当たり純資産 (円) 113.79 131.80 155.82 172.09

当社の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は期中平均株式数により、また、１株当たり純資産は期末株式数により算出し
ております。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第37期の事業年度
の期首から適用しており、第37期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。

3. 当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第37
期の事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益」及び「１株当た
り純資産」を算定しております。

－ 1 －
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当社グループの主要な事業内容、当社グループの主要な営業所及び工場

事 業 区 分 事 業 内 容

物 流 事 業 物流センターの運営（構内業務・配送業務）及びコンサルティング業務等

そ の 他 旅客業、不動産業、システム開発業、保険代理業、自動車整備業、燃料販売
業等

当社グループの主要な事業内容（2025年12月31日現在）

金 沢 本 社 石川県金沢市

東 京 本 社 東京都千代田区

事 業 別 会 社 名 所 在 地

物 流 事 業 株 式 会 社 ア ク テ ィ ー 石川県金沢市

物 流 事 業 株 式 会 社 福 井 ア ク テ ィ ー 石川県金沢市

物 流 事 業 株 式 会 社 コ ラ ビ ス 石川県金沢市

物 流 事 業 株 式 会 社 東 京 ア ク テ ィ ー 東京都千代田区

物 流 事 業 株 式 会 社 横 浜 L S P 東京都千代田区

物 流 事 業 株 式 会 社 A 2 ロ ジ 石川県金沢市

そ の 他 株 式 会 社 オ リ エ ン タ ル 石川県金沢市

そ の 他 株 式 会 社 G a p p a 石川県金沢市

そ の 他 株 式 会 社 田 川 自 動 車 石川県金沢市

そ の 他 株 式 会 社 ベ プ ロ 石川県金沢市

そ の 他 北陸物流効率化事業協同組合 石川県金沢市

当社グループの主要な営業所及び事業所（2025年12月31日現在）
①　当社

②　子会社

－ 2 －
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従業員の状況、当社グループの主要な借入先の状況、その他当社グループの現況に関する重要な事項

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

物 流 事 業 892（1,519）名 56名増 （81名増）

そ の 他 73 （９）名 ２名増 （－）

全 社 ( 共 通 ) 47 （０）名 ２名減 （－）

合 計 1,012（1,528）名 56名増 （81名増）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

47名 ２名減 47.2歳 12.5年

従業員の状況（2025年12月31日現在）
①　当社グループの従業員の状況

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの
出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）を記載してお
ります。

借 入 先 借 入 額 （ 百 万 円 ）

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,419

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,323

株 式 会 社 富 山 銀 行 802

株 式 会 社 北 國 銀 行 634

株 式 会 社 福 井 銀 行 316

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 296

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 255

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 255

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 255

当社グループの主要な借入先の状況（2025年12月31日現在）

－ 3 －
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従業員の状況、当社グループの主要な借入先の状況、その他当社グループの現況に関する重要な事項

その他当社グループの現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はございません。

－ 4 －
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株式の状況

①　発行可能株式総数 64,000,000株
②　発行済株式の総数 24,100,000株
③　株主数 1,678名

株 主 名 持 株 数
( 千 株 )

持 株 比 率
（ ％ ）

株 式 会 社 喜 多 商 店 11,340 47.05

喜 多 甚 一 2,740 11.37

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 1,303 5.41

三 菱 ＵＦＪｅスマート証券株式会社 786 3.26
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 607 2.52

田 中 孝 一 600 2.48

喜 多 和 行 508 2.10

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 投 信 口 ） 380 1.57

高 桑 和 浩 364 1.51

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 266 1.10

株式の状況（2025年12月31日現在）

④　大株主

（注）１．持株比率は自己株式（740株）を控除して計算しており、小数点以下第３位を切り捨てて記載してお
ります。

２．当該自己株式にはビーインググループ従業員持株会が所有する当社株式は含まれておりません。
３．持株数は千株未満を切り捨てて記載しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項
　当社は、2025年８月14日開催の取締役会の決議に基づき、2025年10月１日を効力発生日と
して、普通株式１株を４株に分割いたしました。

－ 5 －



2026/03/02 11:58:02 / 25282862_株式会社ビーイングホールディングス_招集通知

新株予約権等の状況

新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 6 －
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責任限定契約の内容の概要、補償契約の内容の概要等、役員等賠償責任保険契約の内容の概要等、社外役員に関する事項

会社役員の状況
①　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
であります。

②　補償契約の内容の概要等
　当社は、取締役喜多甚一氏、喜多和行氏、高桑和浩氏、松木正康氏、川本剛生氏及び長谷川
博和氏、監査役山下勇氏、山本克也氏及び柳谷内健一氏との間で、会社法第430条の２第１項
に規定する補償契約を締結しており、同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める
範囲内において当社が補償することとしております。ただし、当該補償契約によって会社役員
の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、悪意又は重過失が認められた場合には
補償の対象としないこととしております。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社および当社グループ各社を記名被保険者とし、それぞれの
会社の取締役等を被保険者の範囲に含む、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責
任保険契約を締結しております。当該保険により、被保険者が負担することになる株主代表訴
訟、第三者訴訟、会社訴訟の訴訟費用及び損害賠償金を補填することとしており、保険料は全
額当社が負担しております。なお、故意又は重過失に起因する損害賠償請求は当該保険契約に
より補填されないこととしております。当該保険契約期間は、１年間であり、当該期間の満了
前に取締役会において決議のうえ、これを更新する予定であります。

④　社外役員に関する事項
a．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　社外役員各氏が兼職している他の法人等と当社との間には特別な関係はありません。

－ 7 －
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責任限定契約の内容の概要、補償契約の内容の概要等、役員等賠償責任保険契約の内容の概要等、社外役員に関する事項

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に
社外取締役に期待される役割に関して行った職務

取締役 川 　 本 　 剛 　 生

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席いたしました。
主に行政書士及び会社経営者の見地から、取締役会では当該視点から積
極的に意見を述べており、特に事業法について専門的な立場から監督、
助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たしております。また、任意の指名・報酬委員会の委員として、
当事業年度に開催された委員会すべてに出席し、客観的・中立的立場で
当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を果
たしていただいております。

取締役 長 谷 川 　 博 　 和

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席いたしました。
主に大学院教授及び会社経営者の見地から、取締役会では当該視点から
積極的に意見を述べており、特に経営管理及びコンプライアンスについ
て専門的な立場から監督、助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性
を確保するための適切な役割を果たしております。また、任意の指名・
報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会すべてに出席
し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定
過程における監督機能を果たしていただいております。

監査役 山 　 本 　 克 　 也 当事業年度に開催された取締役会14回、監査役会14回全てに出席し、
常勤監査役としての見地から適宜発言を行っております。

監査役 柳 谷 内 　 健 　 一 当事業年度に開催された取締役会14回、監査役会14回全てに出席し、
主に税理士としての専門的見地から適宜発言を行っております。

b．当事業年度における主な活動状況

－ 8 －
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額
( 百 万 円 )

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35

会計監査人の状況
①　名称　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分できないため、金額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２. 監査役会は、会計監査人の監査実施計画について、その監査範囲・活動内容が合理的に設定されてい
ること、また、監査品質の維持、監査の効率化にも配慮しながら、適切かつ十分な監査日数と監査要
員を確保していることを確認するとともに、取締役等から、監査報酬の決定方針及び監査日数と報酬
単価の精査を通じて報酬見積額の算定根拠等について説明を受け、過去の報酬実績も踏まえ、その適
正性・相当性を検証した結果、本年度の会計監査人に対する報酬等の額について、会社法第399条第
１項の同意を行いました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の独立性及び審査体制その他の職務の実施に関する体制を特に考慮
し、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任の決議内容を決定します。

④　責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人 有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　会社法第423条第１項の責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないとき
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度額としてい
ます。

－ 9 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、業務の適正を確保するための体制として、取締役会において以下の「内部統制システム
の基本方針」について決議し、当社の内部統制が適切に機能する体制を整備しております。当社の
内部統制決議の内容及び当期における各項目の運用状況は以下のとおりであります。
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決議の内容
ａ. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ⅰ当社取締役会は、法令、定款、株主総会決議並びに取締役会決議等に従い、経営に関する重
要な事項を決定する。
ⅱ当社は、当社グループの役員及び従業員が健全に職務を遂行するために「リスク・コンプラ
イアンス委員会」の設置及び「リスク・コンプライアンス規程」を制定し周知・徹底する。
ⅲ当社は、法令違反その他法令上疑義のある行為等を早期に発見し、適切に対応するため、通
報者に不利益が及ばない「内部通報制度規程」を制定し、通報窓口を社内及び社外に設置
し、当社グループの役員及び従業員等を対象として運用する。
ⅳ当社は、社長直轄の内部監査室を設置し、当社グループ全体の業務遂行及びコンプライアン
スの状況等について監査を実施する。また、定期的に代表取締役社長及び監査役会にその結
果を報告する。

ｂ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務執行に係る情報等については、法令・社内規程等に基づき適切に保
存・管理し、これらを閲覧できる体制を構築する。

ｃ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ経営上の重要な事項は、審議基準に基づいて取締役会その他会議体により、リスクを審議・
評価したうえで意思決定を行う。
ⅱ当社グループは、有事の際の損失の拡大を防止するため、迅速かつ適切な情報伝達と緊急体
制を整備するとともに、再発防止策を講じる。

ｄ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ当社は、取締役の職務権限を明確にするとともに、職務の執行が効率的に行われることを確
保するための体制の基礎として、毎月取締役会を開催し、経営上の基本方針及び重要事項の
決定並びに当社グループの業務執行の監督を行う。
ⅱ定例の取締役会は月１回実施し、常に監査役が出席して業務の適正及び効率性について監査
する。また、必要に応じて臨時取締役会を開催し、適時適切な業務執行を確保する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

ｅ. 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ⅰ当社グループに属する会社間の取引は、法令、会計原則及びその他の社会規範に照らし、適
正に行う。
ⅱ内部監査室は、当社グループを定期的に監査し、法令等や各種社内規程の周知・徹底及び適
正な業務活動が行われているか監査する。また、監査内容に関しては定期的に報告書を作成
し、監査報告及び是正状況を社長に報告する。
ⅲ当社の監査役は、当社グループの業務全般の適正を確保するため、年度計画に基づき監査す
る。
ⅳ関係会社管理規程に基づきリスク管理状況に係る報告を求めるとともに必要に応じて助言等
を行う。
ⅴ子会社の取締役及び監査役（以下、「役員等」という。）の構成について、当社の取締役及
び使用者から複数名が就任し、業務執行状況を管理・監督する。
ⅵリスク・コンプライアンス規程に基づき、子会社毎にコンプライアンス責任者を設置する。
ⅶ当社は、必要に応じて子会社の社長等を取締役会に出席させ、内部監査や内部通報等で判明
した問題についての説明・報告を求め、是正の指示をし、その結果の報告を求める。

ｆ. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項
ⅰ監査役は、取締役会と協議のうえ、使用人の中から監査業務の補助者を選任することができ
る。
ⅱ監査役を補助すべき使用人は、取締役会の指揮命令を受けない。また、監査役はいつでも補
助者の変更を請求することができ、取締役は、正当な理由がない限り、その請求を拒否でき
ない。
ⅲ取締役は、補助者となっている使用人の人事異動・処遇について、監査役の意見を聴取し、
尊重する。

ｇ. 取締役及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が監査役に報告するための体
制その他の監査役への報告に関する体制
ⅰ当社グループの取締役及び使用人は、業務又は財務の状況に重大な影響を及ぼすおそれのあ
る事項を発見したときは、その内容について直ちに監査役に報告しなければならない。上記
事項には、コンプライアンス及びリスクマネジメントに関する事項その他内部統制に関する
事項を含む。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

ⅱ当社グループの取締役及び使用人は、監査役の要請に応じて必要な情報を提出し、事業や業
務の状況を報告するほか、稟議書その他の重要書類を監査役に回覧する。
ⅲ取締役は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに
監査役会に報告する。
ⅳ監査役は、いつでも内部監査に関する資料の閲覧を請求することができる。また、必要に応
じて、内部監査業務に同行することができ、その報告書等の閲覧を請求することができる。
この場合、内部監査室は同行・報告を拒むことができない。

ｈ. 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理にかかる方針に関する事項
当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎事業年度、一定額の
予算を設ける。また、監査役がその職務の執行について費用の前払い等の請求をしたとき
は、すみやかにこれを処理する。

ｉ. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ監査役は、必要に応じて、取締役会その他重要な会議に出席することができる。また、代表
取締役社長と監査役との定期的な会議を開催し、意見や情報の交換を行える体制を整備す
る。
ⅱ監査役は、監査法人及び内部監査室と適宜意見交換並びに情報交換を行うとともに、適切な
距離を維持したうえで連携を保ち、調査及び報告を求めることができる。
ⅲ監査役は、当社の費用負担において、必要に応じて弁護士等の外部専門家から助言等を受け
ることができる。

ｊ. 財務報告の信頼性を確保するための体制
ⅰ当社グループは、常に適切な会計処理の原則を選択し、規程として定め、当社グループ全役
職員に徹底し、この原則に基づいて会計処理を実施する。
ⅱ不正や故意はもとより、不注意や会計基準の不理解などによって発生する虚偽記載は当社グ
ループの財務報告の信頼性を損ない、当社グループに対する信頼を著しく失墜させることに
なること、並びに万一、そのような事態が発生した場合には、厳正な処分を行うことを当社
グループの全役職員に周知徹底する。

ｋ. 反社会的勢力の排除に向けた体制
当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持たず、不当・不法な要求にも応じな
いことを基本方針とする。その旨を役員等及び使用人に周知徹底するとともに、平素より関
係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊
密に連絡を取り、組織全体として速やかに対処できる体制を整備する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況
① 当社の取締役は重要な子会社の取締役を兼任し、当該子会社の重要な会議に出席することに
より法令等の適合性及び業務の適正性等を把握するとともに、その状況を当社の取締役会に
て報告を行いました。

② 当社の監査役は、当社の取締役及び内部監査室との情報交換など相互に連携を図り、当社の
取締役の業務の執行状況等の監査・監督を行いました。

③ 内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社及び重要な子会社の内部監査を行うとともに、
当社の取締役及び常勤監査役等に報告を行いました。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 696 648 5,727 △0 7,071

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △373 △373

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,402 1,402

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,028 △0 1,028

当 期 末 残 高 696 648 6,755 △0 8,100

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配 株 主
持 　 　 　 分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 31 31 395 7,498

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △373

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,402

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 ) 8 8 126 135

当 期 変 動 額 合 計 8 8 126 1,163

当 期 末 残 高 39 39 522 8,662

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 11社
・主要な連結子会社の名称 株式会社アクティー

株式会社福井アクティー
株式会社コラビス
株式会社Ａ２ロジ
株式会社横浜ＬＳＰ
株式会社東京アクティー

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社Ａ２ロジの決算日は12月20日であります。連結計算書類の作成にあたって
は、同日現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行
っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

a．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法

第２条第2項において有価証券とみなされるもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算報告書を基礎
とし、持分相当を純額で取り込む方式によっております。

b．デリバティブ 時価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
a．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法)を採用しております。
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　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　10～38年
機械装置及び運搬具　５～17年

b．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
す。

c．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
当社グループの主要な事業である物流事業では、物流センターの運営（構内業務・配送業務）を行ってお
ります。当該業務においては、顧客の商品が入庫してから配送が完了するまでの期間が短期間であるた
め、配送業務が完了した時点で履行義務が充足されると判断し、その時点で収益を認識しております。ま
た、物流事業の取引の対価は履行義務を充足してから概ね１か月以内に受領しており、重要な金融要素は
含んでおりません。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
a．ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たしている金利スワップについて、特例処理を採用

しております。
b．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金
c．ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用することとし

ており、投機目的の取引は行わない方針であります。
d．ヘッジの有効性評価の方法 特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。
⑥　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　退職給付に係る負債の計上基準
　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を基礎とした
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。
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建物及び構築物 4,975百万円
土地 2,386百万円

計 7,362百万円

短期借入金 428百万円
長期借入金（１年以内返済予定額を含む） 4,019百万円

計 4,447百万円
⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 5,674百万円

2．連結貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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普通株式 24,100,000株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年 ３ 月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 265 44 2024年12月31日 2025年３月31日

2025年 ８ 月14日
取 締 役 会 普通株式 108 18 2025年６月30日 2025年９月30日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年３月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 204 8.5 2025年12月31日 2026年３月30日

3．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

（注）当社は、2025年10月１日付で１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、「１株当たり
配当額」は、当該株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

　該当事項はありません。

4．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループの資金運用については、短期的な預金等、安全性の高い金融資産に限定して運用し、ま
た、資金調達については、必要に応じ銀行借入等により調達しております。
　また、デリバティブ取引については、借入金の金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップを利用
しておりますが、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され
ております。
　営業債務である営業未払金は２ヵ月以内の支払期日であります。

－ 18 －



2026/03/02 11:58:02 / 25282862_株式会社ビーイングホールディングス_招集通知

連結注記表

　また、借入金は主に設備投資資金の調達を目的としたものであります。
　営業債務は流動性リスクに、借入金は流動性リスク及び金利変動リスクに晒されております。
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③　金融商品に係るリスク管理体制
Ⅰ　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門並びに総務部が主要な取引先
の状況をモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ
る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

Ⅱ　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引
先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、一部については支払金利の変動リスクを回避
し支払利息の固定化をはかる目的で、金利スワップ取引を実施しております。
　ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判
定をもって有効性の評価を省略しています。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定
めた社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するた
めに、格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。

Ⅲ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき経営管理部が適時に資金計画を作成し、流動性リスクを
管理しております。なお、一部の借入金には財務制限条項が付されております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 投 資 有 価 証 券 64 64 －

資 産 計 64 64 －

⑵ 長期借入金（1年以内返済
予 定 額 を 含 む ） 5,100 5,044 △56

負 債 計 5,100 5,044 △56

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 8

匿名組合出資金（*） 20

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（単位：百万円）

（*１）「現金及び預金」、「営業未収入金」、「営業未払金」、「未払費用」、「短期借入金」については、
現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省
略しております。

（*2）市場価格のない株式等は、「⑴投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表
計上額は下記のとおりです。

（*）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日、以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）第24-16項に従い、時価開示の対象とはしておりません。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時

価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区 分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券

株 式 64 － － 64

資産計 64 － － 64

区 分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長 期 借 入 金 － 5,044 － 5,044

負債計 － 5,044 － 5,044

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
Ⅰ　投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

Ⅱ　長期借入金
　長期借入金の時価については、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で市
場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行時と大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と
近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。なお、変動金利による長期借入金の
うち金利スワップの特例処理の対象とされているものについては、当該金利スワップと一体として処理
された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっ
ており、レベル２の時価に分類しております。
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物流事業 その他（注）1 合計

一時点で移転される財 32,659 716 33,376

一定の期間にわたり移転される財 － 83 83

顧客との契約から生じる収益 32,659 799 33,459

その他の収益（注）２ － 56 56

外部顧客への売上高 32,659 855 33,515

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 4百万円

契約負債（期末残高） 4百万円

5．収益認識に関する注記
⑴　収益の分解

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、旅客事業、不動産賃貸事業、システム開発事業、保険代理店事業、自動
車整備事業及び燃料販売事業を含んでおります。

　　　２．「その他の収益」は、不動産賃貸収入であります。
⑵　収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約負債の残高等

　契約負債は、運送料金にかかる顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会
計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金額は、4百万円でありま
す。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいて、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便
法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価
の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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連結貸借対照表計上額 時 価

賃貸等不動産 840百万円 854百万円
賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産 7,226百万円 5,829百万円

⑴　１株当たりの純資産額 337円77銭
⑵　１株当たりの当期純利益 58円18銭

6．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、石川県金沢市及びその他の地域において保有している物流センター（土地を含む。）等の一部
を賃貸しております。なお、当該不動産の一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として
使用される部分を含む不動産としております。
　これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額
及び時価は、次のとおりであります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．期末時価は、路線価、固定資産税評価額等の指標に基づいて自社で算定した金額であります。

7．１株当たり情報に関する注記

（注）　当社は、2025年10月１日付けで株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。当該株式分
割については、当連結会計期間の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たりの純資産額及び１株
当たりの当期純利益を算定しております。

8．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資   産   の   部 ） （ 負   債   の   部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 入 金
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金 　

709
182
167
67
294
△2

10,024
9,076
4,764
303
41

3,929
1
36
9

939
84
335
67
510
△58 　

流 動 負 債 2,158
営 業 未 払 金 15
短 期 借 入 金 1,140
1年内返済予定の長期借入金 811
未 払 金 83
未 払 費 用 65
未 払 法 人 税 等 12
そ の 他 28

固 定 負 債 4,429
長 期 借 入 金 4,289
繰 延 税 金 負 債 53
そ の 他 85

負 債 合 計 6,587
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）
株 主 資 本 4,110

資 本 金 696
資 本 剰 余 金 665
資 本 準 備 金 665

利 益 剰 余 金 2,749
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,749
固定資産圧縮積立金 63
繰 越 利 益 剰 余 金 2,685

自 己 株 式 △0
評 価 ・ 換 算 差 額 等 37

その他有価証券評価差額金 37

純 資 産 合 計 4,147

資 産 合 計 10,734 負 債 純 資 産 合 計 10,734

貸　借　対　照　表
（2025年12月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで ）

科 目 金 額
営 業 収 益 2,547
営 業 原 価 498
営 業 総 利 益 2,049
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,244
営 業 利 益 804
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 51
そ の 他 16 72

営 業 外 費 用
支 払 利 息 65
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 3 68

経 常 利 益 807
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4 4
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5 5
税 引 前 当 期 純 利 益 806
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 51
法 人 税 等 調 整 額 0 51
当 期 純 利 益 754

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計固定資産圧縮

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 696 665 665 63 2,305 2,368 △0 3,729
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △373 △373 △373
圧縮積立金の積立て 0 △0 － －
圧縮積立金の取崩し △1 1 － －
当 期 純 利 益 754 754 754
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － △0 380 380 △0 380
当 期 末 残 高 696 665 665 63 2,685 2,749 △0 4,110

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 25 25 3,755
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △373
圧縮積立金の積立て －
圧縮積立金の取崩し －
当 期 純 利 益 754
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 11 11 11

当 期 変 動 額 合 計 11 11 392
当 期 末 残 高 37 37 4,147

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　　投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法

第２条第2項において有価証券とみなされるもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算報告書を基礎
とし、持分相当を純額で取り込む方式によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　15年～38年
構築物　　　　　　　10年～15年
機械及び装置　　　　12年～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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⑶　引当金の計上基準
　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社は持株会社であり、主な収益は、子会社からの業務委託料、受取配当金及び不動産賃貸サービスであ
ります。業務委託料については、子会社へ契約内容に応じた受託業務を提供する事が履行義務であり、業務
を実施した時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。受取配当金
については、配当金の効力発生日をもって認識しております。不動産賃貸サービスの履行義務は、時間経過
に応じて充足しております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たしている金利スワップについて、特例処理を採用

しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金
③　ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用することとし

ており、投機目的の取引は行わない方針であります。
④　ヘッジの有効性評価の方法 特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。
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建物 4,675百万円
構築物 300百万円
土地 2,386百万円
計 7,362百万円

短期借入金 428百万円
長期借入金（１年以内返済予定額を含む） 4,019百万円
計 4,447百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,904百万円

短期金銭債権 363百万円
長期金銭債権 269百万円
短期金銭債務 654百万円

関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収益 2,446百万円
販売費及び一般管理費 152百万円
営業取引以外の取引高 35百万円

普通株式 740株

2．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

⑶　関係会社金銭債権債務
　区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

3．損益計算書に関する注記

4．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

－ 30 －
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個別注記表

繰延税金資産
貸倒引当金 19百万円
関係会社株式評価損 53百万円
その他 7百万円
繰延税金資産小計 80百万円
評価性引当額 △77百万円
繰延税金資産合計 2百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △16百万円
固定資産圧縮積立金 △28百万円
グループ法人税制に基づく資産譲渡益 △11百万円
繰延税金負債合計 △56百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △53百万円

5．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　⑵　法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに
伴い、2026年4月1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
　これに伴い、2027年1月1日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産
については、法定実効税率が30.5%から31.4%に変更されます。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

6．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「重要な会計方針に係る事項に関
する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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個別注記表

種 類 会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

子 会 社 株 式 会 社
ア ク テ ィ ー 直接 100％

所有

　

経営指導及び
業務受託

不動産の賃貸

役員の兼任

リース取引

不 動 産 の
賃 貸
（注）2 361 営 業

未収入金 32

リース料
の 受 取
（注）3 20

リース投資資
産（流動資産
そ の 他 ）

15

リース投資資
産（固定資産
そ の 他 ）

30

子 会 社 株 式 会 社
コ ラ ビ ス 直接 100％

所有

　

経営指導及び
業務受託

不動産の賃貸

役員の兼任

リース取引

資金の借入

経 営 指 導
及 び
業 務 受 託
（注）1

282 営 業
未収入金 25

資金の借入
（注）４

利息の支払

440

2
短期借入
金 440

リース料
の 受 取
（注）3

27

リース投資資
産（流動資産
そ の 他 ）

21

リース投資資
産（固定資産
そ の 他 ）

25

子 会 社
株 式 会 社
東京アクティ

ー
直接 100％
所有

経営指導及び
業務受託

不動産の賃貸

役員の兼任

リース取引

リース料
の 受 取
（注）3

69

リース投資資
産（流動資産
そ の 他 ）

69

リース投資資
産（固定資産
そ の 他 ）

161

子 会 社 株 式 会 社
横 浜 L S P 直接 100％

所有

　

経営指導及び
業務受託

役員の兼任

リース取引

リース料
の 受 取
（注）3

37

リース投資資
産（流動資産
そ の 他 ）

34

リース投資資
産（固定資産
そ の 他 ）

42

7．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

－ 32 －
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個別注記表

⑴　１株当たりの純資産額 172円09銭
⑵　１株当たりの当期純利益 31円29銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 経営指導及び業務受託については、契約条件により決定しております。

２. 不動産の賃貸については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。
３. リース料の受取については、物件価格等を勘案してリース料を合理的に決定しております。
４. 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

⑵　役員及び個人株主等
　　該当事項はありません。

8．１株当たり情報に関する注記

（注）　当社は、2025年10月１日付けで株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。当該株式分
割については、当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たりの純資産額及び１株当た
りの当期純利益を算定しております。

9．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 33 －
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 安 藤 眞 弘
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 牧 野 敏 幸

独立監査人の監査報告書
2026年２月25日

株式会社ビーイングホールディングス
取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人
北陸事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ビーイングホールディングスの2025年１月１日から
2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社ビーイングホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 34 －
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連結会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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個別会計監査報告

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 安 藤 眞 弘
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 牧 野 敏 幸

独立監査人の監査報告書
2026年２月25日

株式会社ビーイングホールディングス
取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人
北陸事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ビーイングホールディングスの2025年１月１
日から2025年12月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告

－ 36 －
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて
いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年１月１日から2025年12月31日までの第40期事業年度における取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議した結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役会規程に準拠し、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を稟議書等により閲覧し、本社及び子会社の事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社の取締役等とも意思疎通及び情報交換を図り、事業の報告を受けました。

② 事業報告書に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　会計監査人の職務執行の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の職務の執行の適正を確保するための体制について指摘すべき事項は認めら
れません。
⑶　計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年2月25日

株式会社ビーイングホールディングス　監査役会
常 勤 監 査 役 山 下 　 勇 ㊞
常 勤 監 査 役
（社外監査役） 山 本 克 也 ㊞
社 外 監 査 役 柳谷内　健　一 ㊞

　
以　上

－ 39 －
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